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当マニュアルにおける用語の整理について 

 

用語 解説 

介護予防ケアマネジメント 

地域包括支援センターで行われる介護予防を重視し

たケアマネジメントを介護予防ケアマネジメントと

いい、予防給付と介護予防事業の両方で用いる。 

介護予防ケアプラン 

地域包括支援センターで行われる介護予防ケアマネ

ジメントに基づき作成されるケアプランを介護予防

ケアプランという。 

特定健診等とあわせて実施する介

護予防のための包括的な生活機能

評価 

「生活機能評価」と省略可 

課題分析（一次アセスメント） 

地域包括支援センターで初めに行うアセスメントの

ことを課題分析（一次アセスメント）といい、介護

予防特定高齢者施策と予防給付の両方で用いる。 

事前アセスメント 
事業所で事業実施前に行うアセスメントのことを事

前アセスメントという。 

事後アセスメント 
事業所で事業実施後に行うアセスメントのことを事

後アセスメントという。 

効果の評価 

地域包括支援センターで事業所からの報告をもとに

行うアセスメントのことを効果の評価といい、介護

予防特定高齢者施策と予防給付の両方で用いる。 

個別サービス計画 

事業所でアセスメントをもとに作成される介護予防

特定高齢者施策におけるサービス計画を個別サービ

ス計画という。 

口腔機能改善管理指導 

事業所でアセスメントをもとに作成される予防給付

におけるサービス計画を口腔機能改善管理指導計画

という。 

サービス 

予防給付の対象となるサービスを単にサービスとい

う。「口腔機能の向上」などのサービスは略して「口

腔機能向上サービス」という。 

事業 
地域支援事業を単に事業という。「口腔機能の向上」

などの事業は略して「口腔機能向上事業」という。

プログラム 

事業あるいはサービスに含まれる内容をプログラム

という。例えば、介護予防通所介護は、「運動器の

機能向上」「栄養改善」「口腔機能の向上」のそれ

ぞれのプログラムからできており、「栄養改善プロ

グラム」などという。 
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1.「口腔機能の向上支援」の意義 

1.1. 介護保険とは 

介護保険は、超高齢化社会を迎えて、介護を要する高齢者に対して、日常生活の支援を

するための公的保険制度として平成 12 年 4 月にスタートした。介護状態になることへの予

防、および介護状態の重度化予防として「介護予防」が、当保険創設ととも掲げられた。 

開始年度は 218 万人が介護保険を受給したが、平成 16 年度には 420 万人となり、国民

のあいだに瞬く間に定着していった。しかし、軽度な要介護高齢者（要支援、要介護１）

が、倍以上の伸びを示した。 

医療保険は、疾病や障害に対する治療である。 

介護保険は、生活機能低下に対する予防であり、生活支援である。 

 

 

1.2. 介護予防としての地域支援事業と介護保険 

1.2.1. 枠組み 

 平成 18 年 4 月の介護保険制度改正は、予防重視型システムへの変換がはかられ、 

現在具体的に以下の６つが介護予防サービスとして実施されている。 

 

①運動器の機能向上      ②栄養改善     ③口腔機能の向上 

④閉じこもり予防支援       ⑤認知症予防支援    ⑥うつ予防 

 

口腔機能の向上支援は、特に「明るく活力ある超高齢社会」に貢献し得ると科学的根拠

のもと認識されたことから、平成 18 年 4 月より介護予防サービスとして実施されるに至っ

た。 

 

1.2.2. 内容 

約 2,100 万人（平成 16 年調査）の介護保険を受給していない健康高齢者に対する健康

の維持、増進事業として地域支援事業があり、その中には要介護者になるおそれのある者

に対する「特定高齢者施策」と、介護保険不要な者への「一般高齢者施策」とがある。ま

た介護保険受給者には、予防給付と介護給付が施行される。 

 

平成 18 年 4 月からの改定された介護予防・介護の構成 

 1.地域支援事業：一般高齢者施策（全高齢者対象） 

         特定高齢者施策（要介護状態になるおそれのある者対象） 

 2.予防給付（要支援 1,２の軽度な要介護高齢者対象） 

 3.介護給付（要介護度 1～5 の中度、重度な要介護高齢者対象） 

 

1.3.「口腔機能向上」の効果 

一生おいしく、楽しく、そして安全な食生活の営みは、誰もが共通した願望である（表 1）。 
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表 1 要介護高齢者の日常生活における関心事（施設で楽しいこと）について文献１） 

   1 位 2 位 3 位 

特別養護老人ホーム（9 施設 n＝

773） 
食事 44.8％ 

行事参加 

28.0％ 

家族訪問 

25.3％ 

老人保健施設（13 施設  n＝

1324） 
食事 48.4％ 

家族訪問 

40.0％ 

行事参加 

35.2％ 

老人病院（9 病棟 n＝362） 食事 40.0％ 
家族訪問 

39.4％ 

テレビ  

28.3％ 

療養型病院（1 施設  n＝50） 食事 55.1％ 
家族訪問 

55.1％ 

テレビ  

30.0％ 

 

口腔機能向上支援を実施することにより以下が科学的に論証されている文献 2,3,4,5,6,7)。 

 1.食べる楽しみを得ることから、生活意欲の高揚がはかれる。 

 2.会話、笑顔がはずみ、社会参加が継続する。 

 3.自立した生活と日常生活動作の維持、向上がはかれる。 

4.低栄養、脱水が予防できる。 

 5.誤嚥、肺炎、窒息の予防ができる。 

 6.口腔内の崩壊（むし歯、歯周病、義歯不適合）が止まる。 

 7.経口摂取の質と量が高まる。 

                  東京都西多摩保健所「かむかむ元気レシピ」より 

  

 

1.4.保健、医療、福祉の連携 

 地域支援事業は、市町村が主体となり実施するものである。 

 予防給付は、指定介護予防事業所により実施される。 

 なお、介護給付は、介護保険事業所により実施される。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

地域包括ケアのの実現を目指して、担当者は情報を共有しながら、効率的な連携をはかる。 

機能低下の場合 

地域支援事業 診療所  

病院 

予防給付 

（指定介護予防事業所）

地域包括支援センター 

介護給付 

（介護保険事業所）

要医療を抽出し医療勧奨をする 
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２．一般高齢者施策、特定高齢者施策、予防給付によるサービス、および介護給付の特性 
2.1．一般高齢者施策（表 2） 
地域支援事業における口腔機能向上のための介護予防一般高齢者施策は、地域に在住す

る 65 歳以上のすべての高齢者（各市町村における全ての第１号被保険者（65 歳以上））を
対象として、口腔機能向上の介護予防に資する事業を通じて生涯にわたって自己実現をめ
ざすことを支援するよう、食べる楽しみ、低栄養の予防、誤嚥・窒息予防等を達成するた
めの正しい知識と技術、生活機能を評価する意義の普及･啓発や、活動的に社会への参画が
図られるような健康教室などの事業を達成するための「地域づくり・まちづくり」を目指
すものである。 

 
2.2．特定高齢者施策（表 2） 
介護予防特定高齢者施策における「口腔機能向上」は、口腔機能が低下しているおそれ

があり、要介護認定を受けていない虚弱な高齢者を対象として、生活機能の維持・向上を
通じて要介護状態に陥らないよう、口腔機能が低下している状態を早期発見し、利用者が
口腔機能の向上の介護予防に資する事業を通じて、早期に改善し、自分らしい生活の確立
と自己実現を支援するものである。 

本事業では、通所型介護予防事業を中心として、口腔機能向上の必要性についての教育
、口腔清掃の自立支援、摂食・嚥下機能訓練を実施する。本サービスの利用者への個別サ
ービス計画の作成にあたっては、地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメント
を経て作成される介護予防ケアプランに基づき、利用者本人等への適切な助言ができるよ
うに検討すること、また、通所サービスを利用できない高齢者には、必要に応じて訪問型
介護予防事業として歯科衛生士、看護師、言語聴覚士等による訪問指導を実施する。 
 なお、本事業の利用者は、介護予防一般高齢者施策において実施される介護予防普及啓
発事業や地域介護予防活動支援事業も効果的に利用する 

 
2.3．予防給付（表 3） 
予防給付における口腔機能向上サービスは、要介護認定における要支援１及び要支援２

の者において口腔機能が低下している者を対象に行われ、要介護状態への悪化防止や要支
援状態からの改善を目指して実施する。 
要支援者の口腔機能が低下している状態を早期に発見して、利用者が口腔機能の向上の

介護予防に資するサービスを通じて、早期に改善し、自分らしい生活の確立と自己実現を
支援するものである。 
本事業では、通所系サービス事業所において、口腔機能向上の必要性についての教育、

口腔清掃の自立支援、摂食・嚥下機能等の向上支援を実施する。 
本サービスの利用者への口腔機能改善管理指導計画の作成にあたっては、地域包括支援

センターによる介護予防ケアマネジメントを経て作成される介護予防ケアプランに基づき、
通所系サービス事業所の介護職員等の関連職種と利用者本人等への適切な助言ができるよ
うに検討すること、また、介護予防一般高齢者施策において実施される介護予防普及啓発
事業や地域介護予防活動支援事業も効果的に利用する。 

 
2.4．介護給付（参考）（表 4） 
介護給付における口腔機能向上サービスは、要介護認定における要介護 1 から 5 の者に

おいて口腔機能が低下している者を対象に行われ、要介護度の重度化の予防、また現在の
機能維持さらには改善を目指して実施する。 
要介護者の口腔機能が低下している状態を早期に発見して、利用者が口腔機能向上の介

護給付に資するサービスを通じて、機能維持さらには改善することにより、自分らしい生
活の確立と自己実現を、利用者家族等との協議を通し支援するものである。 
本事業では、通所系サービス事業所において、口腔機能向上の必要性についての教育、

口腔清掃の自立支援、摂食・嚥下機能等の向上支援を実施する。 
本サービスの利用者への口腔機能改善管理指導計画の作成にあたっては、居宅介護支援

事業所による介護ケアマネジメントを経て作成される介護ケアプランに基づき、通所系サ
ービス事業所の介護職員等の関連職種と利用者本人さらに利用者家族への適切な助言がで
きるように検討することが求められる。 
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表 2 介護予防事業（地域支援事業）の例 

事業の種類 対象者 
主な 

担当職種 
実施場所 事業内容 

目標設定 

評価期間 

介護予防一般高齢

者施策 

全ての高齢者 歯科衛生士 

保健師 

言語聴覚士 

等 

  ○口腔機能向上に関する普及啓

発活動等 

○口腔機能向上に関する推進委員会等の設置 

○講演会等による健康教育 

・口腔機能向上の教育 

・口腔機能向上に関するパンフレットの作成、 

 配布 

○相談窓口の設置 

○口腔機能向上におけるボランティア等の人材育成 

１年に１回 

①事前アセスメント ○利用者の口腔内の状態、改善目標を把握 ３月に１回 

②個別サービス計画の立案 ○個々の特性を踏まえた個別サービス計画の策定 

※サービス担当者による「専門的事業」、本人が行う「セルフケアプ

ログラム」を立案 

  

③個別サービス計画の説明と同

 意 

○個別サービス計画を説明し、同意により個別サービス計画を決定   

④サービスの提供     

⑤事後アセスメント ○目標の達成度合、口腔内の状態の変化等の評価   

介護予防特定高齢

者施策 

 

口腔機能の低

下のおそれが

ある高齢者 

歯科衛生士 

保健師 

看護師 

言語聴覚士 

等 

市 町 村 保 健

センター、公

民館等 

（ 委 託 す る

場合は、民間

事業所等） 

 

（ 通 所 が 困

難 な 事 例 に

ついては、適

宜、訪問によ

り実施） 

⑥地域包括支援センターへの報

告 

○目標の達成度合、口腔内の状態の変化等の報告   
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表 3 予防給付対象者への口腔機能向上事業の例   

 
実施場所 対象者 担当職種 実施内容 実施期間 

 

 

 

介護予防通所 

介護事業所 

 

 

 

 

 

サービス実施前に行う 

    

介護予防通所リハビリ

テーション事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要支援１ま

たは２の高

齢者で口腔

機能の低下

のある者 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門職 

（歯科衛生士 

看護師 

言語聴覚士）

 

 

関連職 

（介護職）

① 事前アセスメント           ○利用者の口腔の状況把握 

                      （機能と清掃状況） 

 

② 口腔機能の向上の指導管理計画作成 

                        ・専門職実施項目   

                        ・関連職種実施項目 

                     ・本人の家庭での実施項目 

 

③ サービス担当者会議開催      出席者  ・担当ケアマネジャー 

                       ・本人（家族） 

                       ・サービス担当者 

                     ・看護師または生活相談員など

 

④ 本人の同意 → 通所介護計画書または通所リハビリ計画書に目的と 

その実施内容を記載する 

 

⑤ サービスの提供開始   

      

          

⑥ モニタリング       サービス担当者が定期的に行う  

 

⑦ 事後アセスメント     サービス担当者が目標の達成および 

口腔清掃状況を把握 

 

⑧ 報告          担当ケアマネジャーおよび地域包括支援センターに

報告           

 

サービス開始月 

 

 

基本単位は 3 ヶ月間 

（必要に応じて延長すること 

が望ましい） 

 

事後アセスメントから 

サービスの継続または

終了を提案 
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表 4 介護給付対象者における口腔機能の向上事業の例（参考） 

 
実施場所 対象者 担当職種 実施内容 実施期間 

通所介護事業所 

   

 

通所リハビリテーション 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護 

 １～５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯科衛生士

看護師 

言語聴覚士

① 事前アセスメント           ○利用者の口腔の状況把握 

                      （機能と清掃状況） 

 

② 口腔機能の向上の指導管理計画作成 

                        ・専門職実施項目   

                        ・関連職種実施項目 

                       ・本人の家庭での実施項目

 

 

③ サービス担当者会議開催      出席者  ・担当ケアマネジャー 

                       ・本人（家族） 

                       ・サービス担当者 

                       ・看護師または生活相談員

              など  

           

④ 本人の同意 → 通所介護計画書または通所リハビリ計画書に目的と 

その実施内容を記載する 

 

⑤ サービスの提供開始 

 

        

          

⑥ モニタリング       サービス担当者が月１回行う  

 

⑦ 事後アセスメント     サービス担当者が目標の達成および 

口腔清掃状況を把握 

 

⑧ 報告            担当ケアマネジャーに報告 

 

⑨ 継続の場合にはサービス担当者会議開催 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス実施前に行う 

サービス開始月 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

基本単位は 3 ヵ月間 

（必要に応じて延長することが 

望ましい） 

 

 

サービスの継続または終了を提案 
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3．具体的な取組内容 

３．１.介護予防一般高齢者施策 

３．1.1．目的 

口腔機能の向上のための介護予防一般高齢者施策は、地域に在住する 65 歳以上のすべての

高齢者を対象として、介護予防に資する口腔機能向上事業を通じて生涯にわたって自己の実現

をめざすことを支援し、あわせて高齢者が活動的に社会への参画が図られるような「地域づく

り・まちづくり」を目指すものである。 

３．1.2．口腔機能向上普及啓発事業 

1）関係者・関係団体等からの理解と協力体制の確保 

介護予防としての口腔機能向上プログラムについては、高齢者を含む一般住民にその意義や

内容などがほとんど理解されていない現状にあることから、関係専門職団体、地区社会福祉協

議会、民生委員、老人クラブ等の地域高齢者団体、その他関連の会議等の場を活用し、口腔機

能向上関連の意義・内容・効果等について十分に情報提供し、地域における啓発普及の協力体

制を確保する必要がある。 

２）講演会・キャンペーン等による周知教育活動 

一般高齢者や保健福祉関係者、介護保険事業者等を対象に、加齢に伴う口腔機能の低下を予

防し改善するプログラムの意義・方法・効果について、以下のような内容を含み、参加者が日

々の生活や事業の中で具体的な行動に結びつくような講演会やキャンペーン活動を企画し実施

する。 

・ 口腔機能向上に関するクイズ、実習、体験教育などの工夫 

・ パンフレットの作成・配布、ビデオ等の視聴覚媒体の活用 

３）口腔機能向上セルフケア資源の整備 

平素、一般の高齢者が日常生活の中で実践できるセルフケアとしての口腔機能向上プログラ

ムを浸透させるには、健康教育活動のみならず工夫し自己管理用の「口腔機能の自己チェック

シート」（図１）を盛り込んだりするなど、口腔機能向上の一般高齢者施策にかかるセルフケア

の環境整備が有効である。 

 

図 1 口腔機能の自己チェックシート 

  

①から⑪まであてはまる方に○をつけて下さい。 

①固いものが食べにくいですか         １．はい  ２．いいえ 

②お茶や汁物等でむせることがありますか  １．はい  ２．いいえ 

③口がかわきやすいですか         １．はい  ２．いいえ 

④薬が飲み込みにくくなりましたか     １．はい  ２．いいえ 

⑤話すときに舌がひっかかりますか       １．はい  ２．いいえ 

⑥口臭が気になりますか。                 １．はい   ２．いいえ 

⑦食事にかかる時間は長くなりましたか    １．はい   ２．いいえ 

⑧薄味がわかりにくくなりましたか          １．はい  ２．いいえ 

⑨食べこぼしがありますか              １．はい  ２．いいえ 

⑩食後に口の中に食べ物が残りやすいですか  １．はい  ２．いいえ 

⑪自分の歯または入れ歯で左右の奥歯をしっかりとかみしめられますか 

１a.どちらもできない   １b.片方だけできる    ２．両方できる 

（１、１a、１b）のいずれかがある場合は口腔機能が低下している可能性が高く、注意が必要

です。 
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3.2.介護予防特定高齢者施策 

3．2.1．目的 

介護予防特定高齢者施策における口腔機能向上事業は、特定高齢者把握事業の生活機能評価

により口腔機能が低下しているおそれがあり、要介護認定を受けていない高齢者（特定高齢者

）を対象として、口腔機能の改善や向上など介護予防に資する事業を通じて、要支援・要介護

状態に陥らないよう、自分らしい生活の確立と自己実現を支援するものである。 

 

3．2.2．介護予防特定高齢者施策における口腔機能向上事業の内容 

１）口腔機能向上の必要性についての教育 

当該事業への積極的な参加を図るためには、おいしく食べて、楽しく話し、よく笑うなどの

基になる口腔機能を維持・向上させる必要性があること、高齢者に理解しやすいように、分か

りやすい図表やビデオ（DVD）、実際の体験者の事例なども交えて説明し、十分な理解を得る必

要がある。とくに、口腔機能が加齢と共に徐々に低下しであり、本プログラムの日々の積み重

ねにより、その口の機能の維持・向上に一定の効果を果たし、それが生活の質（QOL）や日常生

活行為（ADL）の向上、ひいては介護の予防や個々人が目指すよりよい生活の実現につながるこ

との理解を深める。 

２）口腔清掃の自立支援（摂食・嚥下機能を支えるための口腔清掃） 

口腔を清潔に保つ習慣は口腔疾患を予防するのみならず、高齢期には心身への生活の刺激と

もなる上、インフルエンザ等の気道からの感染を防ぐ効果が大きい。また、口腔清掃が咳や嚥

下の反射機能などの口腔機能を向上する効果もある。これらを根拠として、日常的な口腔清掃

の意義と必要性について分かりやすく説明し、集団での動議づけや習慣づけを交えながら、や

やもすると衰えがちな口腔清掃習慣のモチベーションを高める。また、口腔を清潔に保つこと

は、安全な摂食・嚥下機能等の向上支援プログラムを安全に実施する上でも必要になる。 

３）摂食・嚥下機能等の向上支援（咀嚼訓練、嚥下訓練、構音・発声訓練、呼吸訓練） 

咀嚼・嚥下機能等の向上支援とは、一つには参加者自らが主体的に口唇や頬、歯やのどなど

の咀嚼や嚥下の器官の動きを維持し高めていくための直接的な向上訓練であり、それは咀嚼や

嚥下のみならず呼吸や発声や顔の表情なども担う器官の関連機能への向上訓練でもある。 

もう一つは個々の参加者の摂食・嚥下等の低下の現状をふまえ、食事の時の姿勢や適切な食

具の選択など、その機能を十分発揮し向上できるような環境面への間接的な援助や指導助言を

実施することである。担当者は、以下の摂食・嚥下機能等の基本的な知識を学んだ上で、参加

者がそれらの機能向上訓練等を、セルフケアとして日常生活の場で継続実施できるようプログ

ラムを実施する。 

・ 加齢にともない低下する摂食・嚥下機能のメカニズム 

・ 摂食・嚥下機能の低下により生じやすいムセや誤嚥・窒息あるいは肺炎 

・ 摂食・嚥下機能の低下と食事環境との関連とその改善策 

 

3．2.3．介護予防特定高齢者施策の流れ(図 2) 

１）特定高齢者の把握 ＜特定高齢者把握事業＞ 

市町村は、保健・医療・福祉及びその他の関係部門が連携し、要支援・要介護状態となる可

能性の高いと考えられる高齢者（特定高齢者）の実態を把握に努めることが重要である。具体

的には、市町村の関係部局、関係機関との連携により、高齢者医療確保法等における健康診査

と併せて生活機能評価を実施したり、関係機関からの連絡や要介護認定における非該当者の情

報、訪問活動等や本人・家族・地域住民等からの情報等を効果的に活用すると、特定高齢者を

把握しやすくなる。②～⑤で健康診査の未受診者には受診を勧奨する。なお、この際、ハイリ

スク者に対し適宜適切にアプローチすることや介護予防一般高齢者施策による普及啓発とタイ

アップすることなども重要である。 
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※特定高齢者の選定まで 

 

以下については、市町村が特定高齢者把握事業により実施する（地域包括支援センターに委託

実施する場合もある）。 

 

特定高齢者の候補者の選定 

特定高齢者把握事業において基本チェックリストを活用し、特定高齢者となる可能性がある

「特定高齢者の候補者」を選定する。特定健診以外の方法で把握された者で未受診の者に対し

ては、受診勧奨する。 

 

口腔機能向上の事業の「特定高齢者の候補者」は、 

 

基本チェックリストにおいて「口腔機能の向上」関連の（13）（14）（15）の 

3 項目中、2 項目以上該当する者 

 

とする。 

 

特定高齢者の選定 

「特定高齢者の候補者」と選定された者については、基本チェックリスト（表 5）及び健診

項目（生活機能評価の項目）の結果から示された生活機能の低下の状況を踏まえて、何らかの

介護予防プログラムの対象となる者を「特定高齢者」として選定する。 

ただし、どの介護予防プログラムに参加するかの決定にあたっては、地域包括支援センター

における介護予防ケマネジメントと一体的に実施することが望ましい。 

 

口腔機能向上の事業の「特定高齢者」は、次の①～③のいずれか、または複数に該当する者

とする。 

 

①基本チェックリスト（13）（14）（15）の 2 項目以上に該当 

②視診より口腔内の衛生状態に問題を確認 

③反復唾液嚥下テストが 3 回未満 
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表5 基本チェックリスト 
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２）特定高齢者に対する介護予防事業 ＜通所型介護予防事業＞ 

（１）地域包括支援センター〈介護予防ケアマネジメント〉 

地域包括支援センターは、介護予防ケアマネジメント事業として市町村の特定高齢者把握事

業（生活機能評価）により把握された特定高齢者の課題分析（一次アセスメント）を行い、本

人の自己実現に向けた「介護予防ケアプラン」を作成し、本人・家族の意志に基づいてプログ

ラム参加を支援し、その実施状況を評価するという一連のマネージメントを行う。 

生活機能評価の結果を踏まえて特定高齢者と選定された者について、本人・家族との相談の

上で口腔機能向上プログラムへの参加を決定し、介護予防ケアプランを作成し、委託されてい

る通所型介護予防事業の口腔機能向上プログラム（口腔機能向上事業）につなぐ。特定高齢者

本人の意向やアセスメントの結果によっては、事業実施前に主治の歯科医師、医師の指示や連

携を図り、医療機関への受診を勧奨する。 

 

＜地域包括支援センターにおける口腔機能向上プログラム導入のための留意点＞ 

生活機能評価で「口腔機能低下のおそれがある」と判定された特定高齢者は、口腔機能向上

事業への参加が必要と判断されていても、口腔機能の低下の自覚が乏しかったり、口腔機能に

ついての認識や理解が不十分である場合が多い。そこで、口腔機能向上事業の参加に結びつけ

るためには、口腔機能の評価内容や事業内容を簡単に説明し、その参加意義について導入的な

意識づけを行うことも必要となる。そのためには、実際に行われている口腔機能向上事業を事

前に見学することなどにより、具体的な改善事例などの実感を持たせるとよい。また、分かり

やすい図表や説明用チャート（図6-1～図6-7）などを用いるとより効果的である。また、相手

の自発的な参加を促すコミュニケーションの技術も重要である。 

 

 

（２）市町村（受託事業所）＜口腔機能向上事業＞ 

通所、集団による事業実施（通所型）を基本として確実かつ集中的に口腔機能向上プログ

ラムを行う。参加しやすく魅力があるプログラムが求められる。 

① 事業実施にあたり、地域包括支援センターが作成する介護予防ケアプランに基づき、

歯科衛生士・保健師・言語聴覚士等の担当者は、事前アセスメントにより参加者の課

題やサービス提供上の注意点等を把握して個別サービス計画（口腔機能改善管理指導

計画）を立案する。 

② 参加者は口腔機能改善管理指導計画内容の説明を受け、口腔機能向上プログラムの具

体的内容を理解し、自己実現への目標を事業提供者と共有して、意欲をもってサービ

スに参加する。 

③ 定期的なモニタリングとフォローアップを行い、参加者の日常生活におけるセルフケ

アとしての口腔機能向上プログラムの実施、継続を支援する。 

④ 事業提供者は、事後アセスメントをとおして事業の実施効果（当初の目標の達成度、

対象者の満足度等）の評価を行い、参加者と共有するとともに、地域包括支援センタ

ーに報告する。 
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（３）地域包括支援センター〈事業実施後の効果の評価〉 

各介護予防プログラムの報告等により地域包括支援センターの保健師等は参加者の状態等の

効果の評価を行う。 

3．2.4．口腔機能向上事業 

１）実施場所等 

地域包括支援センターにおいて介護予防ケアプランが作成され、市町村の保健センター、公

民館等において市町村または市町村より委託された事業者（所）等により口腔機能向上プログ

ラムの提供が行われる。 

 

２）従事者 

口腔機能向上プログラム（日常的な口腔清掃の自立支援及び摂食・嚥下機能等の向上支援）

に従事する者は、専門的知識・技術を兼ね備える歯科衛生士、看護職員等が中心的役割を担う。 

（１）歯科衛生士、看護職員、言語聴覚士等（以下歯科衛生士等という） 

口腔機能向上プログラムを実施するにあたって事前アセスメントを実施し、参加者の口腔機

能及び口腔清掃の自立状況について把握し、具体的な支援方法等を決めた「個別サービス計画」

として歯科衛生士等が月１～２回程度実施する「専門的事業」、本人が居宅等で実施するセルフ

ケアプログラムを立案し、本人に説明し同意のもとに事業の内容を決定する。 

歯科衛生士等は、専門的プログラムの計画に基づき、口腔機能の向上支援、歯科保健教育、

口腔清掃の自立支援により、参加者が摂食・嚥下機能の向上訓練、口腔清掃を継続的に実行す

るための動機付けを行う。職種による専門性の違いや技量の差は補完し合って効率的かつ安全

に訓練を行う必要がある。居宅でのセルフケアプログラムの指導もあわせて行う。この際、参

加者一人一人に適した、効果的な摂食・嚥下機能の向上訓練の方法、口腔清掃法を説明する。

摂食・嚥下機能の向上のための口の体操や口腔清掃が参加者の生活習慣の一部として定着する

ように、本人や家族に対して情報を提供する。 

事業実施前においては事前アセスメント、 事業実施中においてはモニタリング、サービス

実施の終了時においては事後アセスメントを実施し、事業の成果を評価する。 

口腔機能向上プログラムを実施する日の調整に当たっては、複数の介護予防プログラムに参

加する場合があるので十分に調整を図る必要がある。 

利用者の本人の意向やアセスメント結果によっては、主治の歯科医師等と連携を図り、医療

機関への受診を勧奨することが望ましい。また、事業を実施する際にも、参加者の口腔機能の

状況によっては、歯科医療、医療が必要な場合がある。この際は、参加者からの求めに応じて

主治の歯科医師、医師がいる場合は当該医療機関、いない場合でも医療機関への受診を勧奨す

ることが望ましい。 

 

（２）歯科医師、医師（以下歯科医師等という）の関与 

歯科医師、医師は、健康診査や日常診療活動等で、口腔機能の低下のおそれのある対象者を

把握して地域包括支援センターに情報提供したり、介護予防プランや口腔機能改善管理指導計

画の立案における課題等の助言・指導など、本プログラムを支える重要な役割を担う。また、

口腔や全身状態の管理を担う歯科医師・医師は、事業参加時の事故トラブル等の発生時の際に

は協力して対応する。 

 

３）実施期間 

3 ヶ月を 1 実施期間として実施する。 

 

４）実施設備、実施場所等 

事業実施に際してふさわしい専用の部屋等のスペースを利用し、口腔清掃の指導等を実施す

るにあたっては、実施スペースに水道設備（洗面台等）があることが望ましいが、ガーグルベ

ースンや手鏡等があれば机上でも可能である。 
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５）実施の流れ（図３） 

図３ 特定高齢者に対する口腔機能向上事業の流れ 
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↓ 

事後アセスメント 

【専門的プログラム】 

摂食機能の向上訓練の指導

口腔・義歯清掃法の指導 

歯科保健の健康教育 

等  

【セルフケアプログラム】 

日常的な口腔清掃 

摂食機能の向上訓練 

等 

の実行 

【専門的事業】 

実施 

モニタリング等 
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3.3．予防給付 

 

3．3.1．目的 

予防給付における口腔機能向上サービスは、要支援１及び要支援２の者で「口腔機能が低下

している者」を対象に要介護状態への重度化防止や要支援状態からの改善を目指して実施する。 

要支援者の口腔の機能が低下している状態を幅広くかつ早期段階で発見して、多くの利用者

が口腔機能の向上や改善に資するサービスを通じて、介護予防並びに自分らしい生活の確立と

自己実現を支援するものである。 

 

3．3.2．予防給付における口腔機能向上サービスの内容 

口腔機能向上サービスは、必要性の教育、口腔清掃の自立支援、摂食・嚥下機能等の向上支

援のプログラムからなり、いずれかを実施する。 

１）口腔機能向上の必要性についての教育 

当該サービスへの積極的な参加を図るためには、一生おいしく食べて、楽しく話し、よく笑

うなどの基になる口腔機能を維持・向上させる必要性があることを説明し、十分な理解を得る

必要がある。それには、高齢障害者等にも理解しやすいように、分かりやすい図表やビデオ（DVD）、

実際の体験者の事例なども交えて、以下の４点から繰り返し教育し、口腔機能向上プログラム

参加への理解を深める。 

① 口腔機能とは、口の中がうるおい、食べ物を味わい、安全に飲み込み、楽しく談話するな

どの口の機能（ちから）であり、これらの機能が加齢と共に徐々に低下しがちであること。 

② この機能の低下を予防する口腔機能向上プログラムは、比較的に簡単で、いつでも・どこ

でも・誰にでも・短時間ででき、生活の刺激、脳への刺激などともなりえること。 

③ 口腔機能向上プログラムの日々の積み重ねが、その口腔の機能の維持・向上に一定の効果

を果たし、それが生活の質（QOL）や日常生活行為（ADL）の向上、ひいては介護の予防や

個々人が目指すよりよい生活の実現につながること。 

④ 実施する口腔機能向上サービスには、必要に応じて医療や歯科医療の専門職も関与して、

口腔の機能に関連する相談指導にも乗りながら、安全に実施できること。 

 

２）口腔清掃の自立支援（摂食・嚥下機能を支えるための口腔清掃） 

口腔を清潔に保つことは口の中の細菌叢を改善し口腔疾患を予防するのみならず、高齢者に

とっては日々の生活の刺激となり、インフルエンザ等の気道からの感染を防ぐ効果も大きい。

また、口腔清掃は咳や嚥下の反射機能などの面からも口腔の機能の向上に有効であることが示

されている。これらを根拠として、日常的な口腔清掃の意義と必要性についても分かりやすく

説明し、集団での動議づけや習慣づけを交えながら、個々のアセスメント結果から判断された

口腔清掃習慣の自立度と実効度に応じて介助や支援を実施する。また、口腔を清潔に保つ自立

支援は、次項の摂食・嚥下機能等の向上訓練を安全に実施する上でも必要になる。 

３）摂食・嚥下機能等の向上支援 

（咀嚼機能、嚥下機能、構音・発声機能、呼吸機能、表出機能等） 

咀嚼・嚥下機能等の向上支援とは、一つには高齢者自らが主体的に口唇や頬、歯やのどなど
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の咀嚼や嚥下の器官の動きを維持し高めていくための直接的な向上訓練である。この訓練は、

咀嚼や嚥下のみならず、呼吸や発声や顔の表情などの向上訓練でもある。 

もう一つは、個々の利用者の摂食・嚥下等の低下の現状をふまえ、利用者が口腔機能を十分

発揮し向上できるように、食事の時の姿勢や適切な食具の選択など、環境面への間接的な援助

や指導助言を実施することである。 

そのためには、専門職だけでなく介護職員等の関係職種の職員についても、以下のような摂

食・嚥下機能の基本的な知識を学び、その知識を利用者や家族とも共有しながらプログラムを

実施する。 

・ 加齢にともない低下する摂食・嚥下機能のメカニズム 

・ 摂食・嚥下機能の低下により生じやすいムセや誤嚥・窒息あるいは肺炎 

・ 摂食・嚥下機能の低下と食事環境との関連とその改善策 

 

3．3.3．予防給付における口腔機能向上のサービス利用の流れ（図４） 

１）対象者の選定（要介護認定と介護予防ケアマネジメント） 

要介護認定の結果、要支援１、要支援２と判定された者のうち、地域包括支援センターの介

護予防ケアマネジメントにおいて、下記の通り口腔機能が低下していると、課題分析（アセス

メント）され、当該プログラム参加に同意が得られた者を対象者とする。 

①口腔衛生上の問題を有する者 

②摂食・嚥下機能に問題を有する者 

③その他口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者 

 

２）介護予防ケアマネジメントと口腔機能向上サービス 

（１）地域包括支援センター 

指定介護予防支援事業者としての地域包括支援センターは、介護予防ケアマネージメント事

業として、介護予防サービスを必要とする要支援者の課題分析（一次アセスメント）を実施し

て、利用者本人の自己実現に向けた「介護予防ケアプラン」を作成し、本人・家族の意志に基

づいてプログラム参加を支援し、その実施状況を評価するという一連のマネージメントを行う。 

この課題分析で、地域包括支援センターは要支援者から口腔機能が低下している者を把握す

る。ここで潜在化しやすい口腔機能のニーズを幅広くかつ早期に発見するには、要介護認定調

査票や基本チェックリストなどを参考にすると効果的である。また、すでに利用している介護

予防サービスがある場合は、そのサービス提供事業者からの具体的な情報提供も参考にする。 

課題分析で口腔機能のニーズを把握し、口腔機能向上プログラムが必要とされた場合は以下

の手順でマネージメントを行う。 

① 利用者の課題分析から「口腔機能が低下している又はそのおそれがある者」を把握す

る。なお、主冶の医師や歯科医師からの意見をふまえ、口腔機能向上サービスよりも

優先すべき医療や歯科医療の必要な場合はこれを先に済ませる。 

② 利用者宅への訪問も含む課題分析の結果と本人や家族の意向などを踏まえて、具体的

な達成目標とその実現のためのサービスメニューとして口腔機能向上サービスを含む

介護予防ケアプラン原案を作成する。 
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③ サービス担当者会議を開催して関係者の意見を聴取し、本人・家族にもプランを提示

して、その必要性や意義、サービス内容等を説明し同意を得た上で、プランを確定す

る。 

④ 確定した介護予防ケアプランを利用者及び担当する事業者等に交付し、プランに基づ

きサービスが適切に提供されるよう連絡調整等を行う。 

 

地域包括支援センターにおける口腔機能向上サービスの介護予防マネージメントの留意点 

地域包括支援センターは要支援者の課題分析から「口腔機能が低下している又はそのおそれ

がある者」を把握する。ここで潜在化しやすい口腔機能のニーズを幅広くかつ早期の段階から

発見して、口腔機能向上サービスの対象者の把握をよく確実に行うためには、基本チェックリ

スト（No13,14,15 のいずれかに該当）や要介護認定調査票（口腔機能関連項目の嚥下、食事摂

取、口腔清潔が自立以外の者）を参考にすると効果的である。さらに口腔機能向上用の補助ア

セスメント票（図４「口腔機能のチェックシート（例）」）なども用いるとより一層効果的であ

る文献８）。（抽出率が現行の 8.8%から要介護認定調査票利用は 15.9%、口腔機能チェックシート

を追加利用で 25.7%に増加する。(暫定値)文献 9））また、すでに利用している介護予防サービス

がある場合は、そのサービス提供事業者からの具体的な情報提供も大いに参考になる。 

一方、主冶医意見書の内容（「今後予想される可能性の状態のチェック欄」の＜摂食・嚥下

機能の低下＞と「サービス提供時の医学的観点からの留意事項」の＜嚥下＞の２項目に着目）

や必要に応じて直接に主治の医師や歯科医師からの意見も得て、口腔機能向上プログラムが支

障をきたす明らかな嚥下障害や口腔内疾患などがないことを確認することも重要である。も

し、明らかな嚥下障害や口腔内疾患などがあれば、口腔機能向上プログラムの提供よりも、む

しろ医療の必要があるので、その場合は医療機関の受診を勧奨する。 

次に、この課題分析の結果と本人や家族の意向などを踏まえて、具体的な達成目標とその実

現のためのサービスメニューとして口腔機能向上サービスを利用者に提示する。この際、口腔

機能向上プログラムについての説明や動議づけには、実際に行われている口腔機能向上サービ

スを事前に見学して具体的な改善事例などの実感を持つことや、分かりやすい図表やビデオ

（DVD）、説明用チャート（図 6-1～図 6-7）などを用いると効果的である。 

また、高齢者の口腔機能向上プログラムへの主体的な参加を得ていくためには、アセススメ

ント段階から「××（病態）の危険がある」「△△（障害）の予防になる」等の医学的ではあ

るがネガテティブな響きをもつ表現に注意する必要がある。むしろ、「○○（生活目標）のた

め美味しく食事を」「すっきりした潤いのある口（生活実感）で○○」など利用者の自己効力

感やそれぞれの自己実現に通じるポシティブな側面からモチベーションを高めておく方が、口

腔機能向上プログラムへの参加の期待と意欲を高めることができる。介護予防ケアプランを作

成する際にはサービス担当者会議を開催して実施担当者の意見を聴取するが、口腔機能向上サ

ービスの担当者に歯科衛生士がいる場合には、歯科医療との連携等についての助言や協力を得

ながら実施することもできよう。 

 

 

 



 

 

20

図４ 口腔機能のチェックシート(例) 
 

◆ 口腔機能向上プログラムの目的とは？ 

「食べる」「話す」「笑う」「呼吸する」など、私たちが生きていく上で重要な役割を果たして

いるのが口腔機能です。食べ物をかむ機能や飲み込む機能は年を重ねるにつれて低下します。

「固いものがかみにくい」「口がかわく」「むせることが多くなってきた」などを感じたとき、

「とし」だからとあきらめてはいませんか？ その口腔機能低下に歯止めをかけることが、口

腔機能向上プログラムの目的です。 

以下に示すチェックシートを使って、ご自分の「口腔機能」をチェックしてみてください。ま

た、ご自分では気がつかないことがあるので、ご家族や介護者の方、ケアプラン作成担当者の

方も「注意する点」を確認してください。 

 

 

ご本人様（ご家族様）へのお尋ね  

①から⑪まであてはまる方に○をつけて下さい。 

①固いものが食べにくいですか         １．はい  ２．いいえ 

②お茶や汁物等でむせることがありますか  １．はい  ２．いいえ 

③口がかわきやすいですか         １．はい  ２．いいえ 

④薬が飲み込みにくくなりましたか     １．はい  ２．いいえ 

⑤話すときに舌がひっかかりますか       １．はい  ２．いいえ 

⑥口臭が気になりますか。                 １．はい   ２．いいえ 

⑦食事にかかる時間は長くなりましたか    １．はい   ２．いいえ 

⑧薄味がわかりにくくなりましたか          １．はい  ２．いいえ 

⑨食べこぼしがありますか              １．はい  ２．いいえ 

⑩食後に口の中に食べ物が残りやすいですか  １．はい  ２．いいえ 

⑪自分の歯または入れ歯で左右の奥歯をしっかりとかみしめられますか 

１a.どちらもできない   １b.片方だけできる    ２．両方できる 

 

 

 

     注意する点 

A.汚れ（歯、入れ歯、舌）               １．あり  ２．なし 

B.口臭                        １．あり  ２．なし 

C.口元の表情の豊かさ（笑顔）             １．乏しい ２．豊か 

D.会話の問題（発音がはっきりしない、しゃべりにくい等）１．あり  ２．なし 

E．飲み込んだ後の口の中に食べ物が残っている      １．はい  ２．いいえ 

 

 

（１、１a、１b）のいずれかがある場合は口腔機能が低下している可能性が高く、口腔機能向

上サービスの利用について検討する必要があります。 
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図５ 注意する点の見方 

A.汚れ（歯、入れ歯、舌）                

○歯や入れ歯の汚れ 

介助時に口腔内や入れ歯を観察して判断する。 

介助の機会がない場合は、会話時等に見える部分（前歯や舌）で判断する。可能であれば口を

開けた状態、舌を出した状態で判断する。 

 

歯に汚れがない     歯に汚れがある   入れ歯に汚れや食べ物がある 

 

 

 

 

 

○舌のよごれ 

 舌に汚れがない      舌に汚れがある    舌に多くの汚れがある 

 

 

 

 

 

 

B.口臭                         

あり：通常の会話をする距離で、口臭が感じられる。 

 

C.口元の表情の豊かさ（笑顔）              

乏しい：笑顔が少ない。笑顔がわかりにくい。表情を変えることが少ない。 

 

D.会話の問題（発音がはっきりしない、しゃべりにくい等） 

あり：発音がはっきりしない。舌がもつれる。話す早さが遅い。会話が減った。声が枯れる

ようになった。声が小さい。 

 

E．飲み込んだ後の口の中に食べ物が残っている。 

介助時に口腔内や入れ歯を観察して判断する。 

介助の機会がない場合は、会話時等に見える部分（前歯、入れ歯、歯肉）で判断する。可能で

あれば下唇をめくった状態で判断する。    

はい：「ごっくん」と食べ物を飲み込んだ後に「唇と歯ぐきの間」、「舌と歯ぐきの間」「入れ

歯と歯ぐきの間」に食べ物がある場合 

食後にうがいをしたときに吐き出した水に食べ物が含まれている場合 









 

 

図 6-4 つば（唾液）はこんな大切な働きをしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食べ物を飲み込みやすくします 

つば(唾液)が出ていないと、食べ物

をうまくかみ砕くことができません。 

つば(唾液)はかみ砕かれた食べ物を

まとめて、飲み込みやすくします。 

味を感じやすくする 

つば(唾液)は食べ物の味物質を溶かして、舌

の味を感じる器官（味蕾）で味を感じやすくし

ます。かわいた舌の上に食塩をのせても塩味は

感じません。味を楽しむには唾液が大切です。

 

口の中を清潔に保つ 

つば(唾液)は食べ物のかすを洗

い流して、口の中をきれいにしま

す。口がかわく 

と汚れやすくな 

り、口臭の原因 

になります。 

その他 

つば(唾液)には抗菌

作用やむし歯を防ぐ作

用があります。 

 

口の中をなめらかにする 

舌もなめらかに動き、会話し

やすくなります。 

でんぷんを消化する 

ご飯をよくかんでいると、つば（唾液）

の中の酵素がでんぷんを麦芽糖（マルトー

ス）に分解して、甘みが出てきます。つば

（唾液）はでんぷんを吸収しやすい形に変

えます。 
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（２）事業所 

（指定介護予防通所介護事業者、指定介護予防通所リハビリテーション事業者） 

地域包括支援センターが作成した介護予防ケアプランに沿って、口腔機能向上加算の届

出をした通所系サービス（介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション）事業所

で、対象者が自らの意志に基づいて利用する選択サービスとして口腔機能向上サービスが

提供される。 

①口腔機能向上サービスの実施にあたり、歯科衛生士、言語聴覚士及び看護師の専門職

員は生活相談員・介護職員等と協働して事前アセスメントを行い、対象者の課題やサ

ービス提供上の注意点等を把握して実施計画（口腔機能改善管理指導計画）を立案す

る。 

②対象者は生活相談員もしくは専門職員から事業所での口腔機能改善管理指導計画を

含む通所サービス内容の説明を受け、口腔機能向上プログラムの具体的内容を理解

し、自己実現への目標を事業提供者と共有して、意欲をもってサービスに参加する。 

③歯科衛生士、言語聴覚士及び看護職員の専門職員は、介護職員等と協働して定期的な

モニタリングとフォローアップを行い、対象者の日常生活における口腔機能の向上の

取組の継続、定着を支援する。 

④歯科衛生士、言語聴覚士及び看護職員の専門職員は、介護職員等と協働して事後アセ

スメントを行い、実施効果（当初の目標の達成度、対象者の満足度等）を評価して対

象者と共有するとともに、地域包括支援センターに報告する。 

 

（３）地域包括支援センター〈事業実施後の効果の評価〉 

各介護予防プログラムの報告等により地域包括支援センターの保健師等は対象者の状

態等の効果の評価を行う。 

 

3．3.4．口腔機能向上サービス提供 

１）実施要件等 

地域包括支援センターにおいて介護予防ケアプランに口腔機能向上サービスが盛込ま

れ、介護予防通所系サービスである介護予防通所介護事業所、介護予防通所リハビリテー

ション事業所において選択的な加算サービスとして行われる。 

 

２）従事者 

サービス（日常的な口腔清掃（セルフケア）の介助及び摂食・嚥下機能等の向上訓練及

びリハビリテーション）に従事する者は、専門的知識、技術を兼ね備え、中心的役割を担

う歯科衛生士、言語聴覚士及び看護職員等に加えて、セルフケアの自立支援を担う介護職

員、生活相談員、機能訓練指導員等が考えられる。 

とくに口腔機能向上プログラムは、呼吸や食事や会話など生活機能全般に深く関連する

訓練でもある。口腔の保健医療の専門的な視点をふまえて生活相談員や介護職員等の関連

職種の行うリクレーションや生活行為の介助等を融合することによって効率的・効果的に

実施できる。 
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日常的な生活自立の一環として口腔清掃（セルフケア）の介助及びグループでの摂食・

嚥下機能等の向上訓練に従事する者は、生活相談員、機能訓練指導員等を含む介護職員が

中心となり、利用者もしくは家族に直接的に支援することになる。一方、保健医療的な知

識・技術を兼ね備え、利用者や家族への相談指導などの直接的な支援だけでなく、安全管

理や実施状況の評価を兼ねて介護職員への間接的な支援も担うのが歯科衛生士、言語聴覚

士及び看護職員等の専門職員の役割であり、両者の連携協働作業ができる体制づくりが望

まれる。 

なお、専門職員として通常の健康管理を担う看護職員のみならず歯科衛生士もしくは言

語聴覚士も参画することで、その効果を的確に評価でき、歯科医療の後方支援も得やすく

なる。 

（１）介護予防通所介護事業所における介護職員、生活相談員、機能訓練指導員、 

介護予防通所リハビリテーション事業所における介護職員、理学療法士、作業療法

士（以下関連職種という） 

口腔機能改善管理指導計画の「基本的サービス」にかかる計画及び専門職員の技術的助

言・指導に基づき、関連職種が中心になり、摂食・嚥下機能の向上支援としての訓練や食

事の環境整備、日常的な口腔清掃の自立支援を実施する。 

対象者に居宅でもセルフケアプログラムを実施するように働きかけを行い、居宅時や毎

回の通所サービス時での実施状況を確認する。むせ、食べこぼし、口腔清掃習慣、口臭の

変化等の情報をサービス担当者に伝える。 

サービス実施日の調整に当たっては、専門職員と十分に調整を図り、サービス実施にお

ける事前アセスメント、モニタリング、事後アセスメントにおいては専門職員の補助を行

う。 

（２）歯科衛生士、言語聴覚士、看護職員（以下専門職員という） 

口腔機能サービスを実施するにあたって、介護職員等と協働して事前アセスメントを実

施し、対象者の口腔機能及び口腔清掃の自立状況について把握する。具体的な援助方法等

を決めた「口腔機能改善管理指導計画」として専門職員が月１～２回程度実施する「専門

的サービス」、対象者が利用するたびに介護職員等の関連職種が毎回実施する「基本的サ

ービス」及び本人が居宅等で実施する「セルフケアプログラム」にかかる計画をそれぞれ

立案し、本人に説明し同意のもとにサービスの内容を決定する。 

専門職員は、「専門的サービス」にかかる計画に基づき、口腔機能の向上支援、歯科保

健教育、口腔清掃の自立支援により、対象者が摂食・嚥下機能の向上訓練、口腔清掃を継

続的に実行するための動機付けを行う。職種による支援内容の制限はないが、職種による

専門性の違いや個人の技量の差は補完し合って、効率的かつ安全に口腔機能向上サービス

を行う必要がある。介護職員等の関連職種が毎回実施する「基本的サービス」や居宅での

「セルフケアプログラム」において、対象者に応じた効果的な摂食・嚥下機能の向上訓練

の方法や口腔清掃法等に関する技術的助言・指導もあわせて行う。また、摂食・嚥下機能

の向上のための体操や口腔清掃が、サービス利用者の生活習慣の一部として定着するよう

に、利用者本人や施設のその他職員に対しても、必要に応じて情報提供する。 

サービス実施前においては事前アセスメント、 サービス実施中においてはモニタリン
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グ（月１回程度）、サービス実施期間後においては事後アセスメントを実施し、サービス

の成果を評価する。 

サービス実施日の調整に当たっては、複数のサービスを利用する場合があるので事業所

と十分に調整を図る必要がある。 

事前アセスメントは、口腔機能改善管理指導計画を立案するための情報収集であり、疾

患に対する診断行為（歯科医業、医業に該当）はできない。利用者の本人の意向やアセス

メント結果によっては、サービス実施前に主治の歯科医師の指示や近隣の歯科医師等と連

携を図り、医療機関へ受診を勧奨することが望ましい。また、サービスを実施する際にも、

対象者の口腔機能の状況によっては、歯科医療、医療が必要な場合がある。この際は、対

象者の歯科医療、医療の求めに応じて主治の歯科医師、医師がいる場合は当該医療機関、

いない場合でも医療機関への受診を勧奨することが望ましい。 

（３）歯科医師、医師（以下、歯科医師等という）の関与 

歯科医師等は介護予防における直接的な従事者ではないが、口腔機能の低下している対

象者の把握、地域包括支援センターへの情報提供、介護予防プランや口腔機能改善管理指

導計画の立案における課題等の助言・指導等で重要な役割を担い、口腔機能向上サービス

を担う歯科衛生士、言語聴覚士及び看護職員の専門職員を支援する。また、口腔機能管理、

全身状態の管理を行う歯科医師・医師は、サービス利用時の事故トラブル等の発生時の際

には、専門職員及び関係職員と連携・協力して対応する。 

 

＜参考＞ 平成１８年４月 厚生労働省老人保健課 介護保険改定関係 Q&A（Vol.1） 

（問３５） 

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が介護予防通所介護（通所介護）の口腔機能向上サ

ービスを提供するに当たっては、医師又は歯科医師の指示は不要なのか。（各資格者は、診

療の補助行為を行う場合には医師又は歯科医師の指示の下に業務を行うこととされてい

る。） 

（答） 

介護予防通所介護（通所介護）で提供する口腔機能向上サービスについては、ケアマネジ

メントにおける主治の医師又は主治の歯科医師からの意見も踏まえつつ、口腔清掃の指導や

実施、摂食・嚥下機能の訓練の指導や実施を適切に実施する必要がある。 

 

３）サービス実施期間 

平成 16 年度老人保健健康増進等事業の未来プロジェクト研究として行われた「要介護

高齢者の気道感染および低栄養に対する口腔ケアと栄養・摂食ケア介入による試行的事業」

文献 10）では、口腔機能向上支援の効果は、短期間での介入の場合、効果が持続しないこと

が示されている。具体的には、介護老人保健施設入居者に対する介入研究において、口腔

機能向上支援は、栄養状態の改善に効果を示したが、介入中止と共に、その効果は持続せ

ず、栄養状態は低下を示した。この調査研究は、継続的な支援が必要であることを示して

いる。また、特に中度、重度の要介護高齢者を対象にした場合に、本サービス実施 3 カ月

後では効果は少ないが、6 ヶ月後に反復唾液嚥下テストの積算時間の短縮、および口腔内
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食物残渣の減少といった顕著な効果が認められている文献 11）。口腔機能向上サービスの実施

期間は、制度上は原則として 3 ヶ月（延長可）とされているため、サービス利用者の口腔

機能の状態に応じて、適宜サービス実施期間を延長することが望ましい。ただしその場合

にあっても、3 カ月毎にアセスメントを実施し、計画変更の必要性、サービス継続の必要

性を検討する必要がある。 

 

４）実施設備、実施場所等 

 通所系サービスにおいては、集団の場合は、現行の通所介護及び通所リハビリテーショ

ンの食堂及び機能訓練室等のスペースを適宜利用する。口腔清掃の指導等を実施するにあ

たっては、実施スペースに水道設備（洗面台等）があることが望ましいが、ガーグルベー

イスンや手鏡等があれば机上でも可能である。 

 

５）実施の流れ（図 8） 

（１）専門職員・関連職種による事前アセスメント等 

口腔機能向上サービスを行う通所サービスにおける関連職種は、専門職員と連携して、

口腔衛生、摂食・嚥下機能に関するリスクを把握する。なお、専門職員は、関連職種に対

し、利用開始時における把握について技術的助言・指導等を十分に行う。 

さらに、専門職員はリスクの把握を踏まえ、事前アセスメントを行い、利用者の口腔機

能の状態を観察し、生活機能向上のための改善目標を把握する。 

事前アセスメントでは、摂食・嚥下機能や口腔衛生状態に関して、関連職種からの利用

者本人又は家族への質問、関連職種による利用者の状態の観察を行う（次章の様式例の記

入方法を参照）。 

（２）口腔機能改善管理指導計画の作成 

口腔機能向上サービスにおける口腔機能改善管理指導計画は、摂食・嚥下機能等の向上

支援と口腔清掃の自立支援の２つを柱にして、作成される。 

口腔機能改善管理指導計画は、「家族と一緒に食事がしたい」「孫と遊びたい」「友人と

語りたい」など、各高齢者の個々の価値観による自己実現の達成に寄与するような計画と

すべきである。計画作成の際には、実施期間中のスケジュールに配慮し、利用者が参加す

る他の介護予防プログラム（運動器の機能向上、栄養改善等）との連携に配慮する必要が

ある。また、関連職種が実施する「基本的サービス」、居宅で本人が実施できる個人にあわ

せた内容が盛り込まれた「セルフケアプログラム」の具体的内容も、計画に記載する必要

がある。 

作成された口腔機能改善管理指導計画については、主治の歯科医師等がいる場合は主治

の歯科医師等に情報提供を図ることが望ましい。 

なお、この口腔機能改善管理指導計画に相当する内容を、通所サービス実施計画（通所

介護計画等）に記載する場合は、その記録をもって口腔機能改善管理指導計画に替えるこ

とができる。 

（３）口腔機能改善管理指導計画の説明と同意 

利用者が口腔機能改善管理指導計画のサービスをよく理解した上で、参加を主体的に選
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択することは、サービス実施において意欲を高めることとなり、自立支援の観点からも重

要な要素となる。 

説明するに当たっては、分かりやすい図表やビデオ（DVD）、説明用チャート（図 6-1～

図 6-7）などを用いると効果的であり、口腔機能改善管理指導計画の内容、スケジュール、

効果、リスク等について、利用者からの同意を得やすくなる。 

（４）口腔機能向上サービスの実施（表 6、表 7） 

①サービスの流れ 

サービスには、専門職員が月１～２回程度実施する「専門的サービス」、関連職種が口

腔機能改善管理指導計画に基づき実施する「基本的サービス」及び本人が居宅等で実施す

る「セルフケアプログラム」がある。 

軽度要介護者に対しては、集団のみによるであり、必要に応じて個別対応を実施する。 

〈１〉基本的サービス 

〔１〕 リスク・口腔機能状況の確認 

専門職員と連携して、口腔衛生、摂食・嚥下機能に関するリスクや状況を把握し、

問題や課題を専門職種に伝える。 

〔２〕 実施前の説明と環境整備 

利用者が居宅で実施してきたセルフケアプログラム等をチェックした後、サービ

スにあたっての環境を整える。当日のサービスの内容について説明を行う。 

〔３〕 サービスの実施 

内容はセルフプログラムを中心としたものであるが、サービスの実施場所や担当

するスタッフ（介護職員も含む）の技量、対象となる高齢者の機能低下の状態に応

じて、柔軟に対応する必要がある。 

a） 口腔清掃の自立（摂食・嚥下機能を支えるための口腔清掃）支援 

口腔衛生状態が良好でない高齢者に対しては、摂食・嚥下機能等の向上訓練を行う

前に、口腔清掃（歯・口腔粘膜・舌清掃、義歯の清掃の実施、口腔感覚に対する刺

激訓練等）を実施し、口腔清掃の自立を支援する。 

b） 日常的にできる口腔機能の向上のための訓練（「健口体操」等）の実施 

〔４〕実施後の説明・指導など 

その日のサービス内容について問題点の整理や質疑応答も行う。 

〈２〉専門的サービス 

〔１〕健康状態・口腔機能状況の確認 

簡単な問診やバイタルサイン（体温、血圧、心拍数など）の状況を評価して、サ

ービスの実施が可能かどうか、さらに関連職種と連携・協働して口腔機能の状態を

把握する 

〔２〕実施前の説明・指導と環境整備 

利用者が居宅で実施してきたセルフケアプログラムをチェックした後、必要に応

じてサービスの内容について説明・相談指導、質疑応答を行う。また、サービスに

あたっての環境を確認する。 

〔３〕サービスの実施 
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内容は概ね以下の項目を含むものとする。ただし、サービスの施行場所や担当す

るスタッフの技量、対象となる高齢者の機能低下の状態に応じて、柔軟に対応する

必要がある。 

a） 口腔清掃の自立（摂食・嚥下機能を支えるための口腔清掃）支援 

口腔衛生状態が良好でない高齢者に対しては、摂食・嚥下機能の向上訓練を行う

前に、口腔清掃（歯・口腔粘膜・舌清掃、義歯の清掃の実施、口腔感覚に対する

刺激訓練等）の自立を支援する。 

b） 咀嚼機能の向上訓練（例：舌・口蓋・歯・歯肉のブラッシング、舌・口唇・頬の

機能の向上訓練、咀嚼機能の向上訓練等）の実施支援 

c） 構音・発声機能の向上訓練（例：裏声、発声持続等）の実施支援 

d） 嚥下機能の向上訓練（例：息こらえ嚥下訓練、頭部挙上訓練、喉頭挙上訓練等）

の実施支援 

e） 呼吸機能の向上訓練（胸郭の可動域訓練、腹式呼吸訓練、咳嗽訓練等）の実施支

援 

 ※b～e までの内容を盛り込んだ日常的にできる口腔機能の向上のための訓練（「健口

体操」等）の指導も行う。 

f） 食事環境についての指導（食物形態・食事環境（体位やペースを含む）等） 

実施後の説明・指導など 

必要に応じてその日のサービス内容について問題点の整理や質疑応答、次回まで

のセルフケアプログラムの指導も行う。 

〈３〉セルフケアプログラム 

内容は対象となる高齢者の機能低下の状態に応じて計画されたセルフプログラムを

中心としたものとする。 

〔１〕口腔清掃の自立（摂食・嚥下機能を支えるための口腔清掃） 

摂食・嚥下機能の向上訓練を行う前に、口腔清掃（歯・口腔粘膜・舌清掃、義歯

の清掃の実施、口腔感覚に対する刺激訓練等）を実施し、口腔清掃の習慣を確立

する。 

〔２〕日常的にできる口腔機能の向上のための訓練（「健口体操」等）の実施 

〈４〉サービス実施にあたっての注意点 

口腔機能の向上のためのサービスは事前アセスメントにもとづいて作成された口腔

機能改善管理指導計画に従って行われ、その内容はサービス利用者毎に個別に計画され

なければならないが、実際のサービスはグループで実施することも想定される。しかし、

グループで実施された場合でも、計画されたサービスの内容および実際に実施した内容

は毎回記録しておき、スタッフ間で実施内容の統一を図る必要がある。 

サービスの内容は、実際にサービスに従事する担当スタッフの技量を十分に考慮して

検討する必要がある。対象者の受け入れ能力やサービス提供側の技量を超えたサービス

などは、無理なサービス・間違ったサービスにつながり、対象高齢者に不利益をもたら

すことになるため、避けるべきである。また、利用者が口腔機能向上サービスを楽しく

実践でき、意欲を高めるような内容が望まれる。実施スケジュールについては、利用者
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のレベルとニーズに合わせて各事業所の関係者が協働して調整する。 

〈５〉モニタリング 

サービス実施期間中のモニタリングは、以下のように行う。 

〔１〕基本的サービス実施後において関連職種が、口腔機能改善管理指導計画に基づき

モニタリングを行う。 

関連職種が、サービス実施後の日常での状況などについてモニタリング票などを利

用してモニタリングし、専門職員の参考となる情報提供の個々の利用者ごと資料を

作成する。 

〔２〕専門的サービス（月に１回）実施後において専門職員が定期的にモニタリングを

行う。サービス担当者により専門的サービス（月に１回）実施後においてモニタリ

ングを行う。モニタリングする項目等については、次章の様式例の記入方法を参照

されたい。 

 

（5）事後アセスメント 

口腔機能改善管理指導計画に基づく一定期間のサービス実施終了時にサービス担当者

による事後アセスメントを行う。事後アセスメントにおいて実施する項目は、事前アセス

メントでの内容と同様である。この際、モニタリングの内容も含めて事前アセスメントと

の比較検討や口腔機能改善管理指導計画の妥当性の検討を行いながら、目標の達成と客観

的な口腔機能の状態を評価する。 

 

3．3.5．地域包括支援センターへの報告 

 対象者の目標の達成、客観的な口腔機能の変化等について、事後アセスメントやモニタ

リングの情報等を含めて検討し、事業所を通じて対象者へのサービス提供の結果を報告す

る。サービス提供後に他のサービスの必要性がある場合や本人の求めによる医療機関への

受診勧奨が必要である場合等も併せて報告する。サービスの継続が必要と考えられる場合

は、その理由や利用者の意思等も確認し、地域包括支援センターで再度作成される介護予

防ケアプランに基づいて実施されることになる。終了する場合は、利用者の口腔機能が低

下しないような要点を今後の指導や一般高齢者施策への情報として地域でセルフケアを支

える体制づくりに必要な事項等を報告することが必要である。 

 

3．3.6．安全管理体制 

１）緊急時マニュアルの作成（緊急時を程度別に分けて役割分担や連絡方法等記載する） 

２）救急カートの整備 

３）緊急時の医師や看護師との連絡の方法 

４）スタッフへの救急時の対応の実技講習（心肺蘇生等） 

５）インシデント、事故等のトラブル発生時のリスクマネジメントの体制（対応マニュ

アル、報告の方法、管理者など、情報収集を一元化して小さな問題も拾い上げるの

が重要） 

６）損害賠償への対応 
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図 8 通所介護と通所リハにおける口腔機能向上サービスの流れ 
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表 6 予防給付における口腔機能向上サービスの内容（例） 

 基本的サービス 専門的サービス 

＜実施期間の目安＞ 

 

＜提供の頻度＞ 

基本単位は 3 ヶ月間だが、必要に 

応じて延長することが望ましい 

 

毎回 

3～６ヶ月 

 

月 1～2 回程度（各 30 分程度） 

＜サービス内容＞ ①口腔清掃の実施 

○口腔清掃自立支援（習慣性・巧緻性の

獲得） 

○単なる日常的な口腔清掃（セルフケ

ア）の介助 

②日常的にできる口腔機能の向上のため

の訓練（「健口体操」等）の実施 

③セルフケアプログラム、関連職種による

プログラムの実施 

①口腔機能の向上の教育 

○口腔清掃の必要性について 

○摂食・嚥下機能の維持、増進の重要性

について 

○味覚障害の予防法について 

○口腔乾燥の予防法について 

○気道感染予防について 

○低栄養予防について 

②口腔清掃の指導 

○口腔、義歯清掃法の習得 

○歯ブラシ、舌ブラシ等の使用方法につ

いて   

○口腔粘膜清掃法について 

○洗口剤、義歯洗浄剤、歯垢染色液、清

掃器具（歯間ブラシ、電動歯ブラシ等）

の使用法について 

③口腔清掃の実施 

○口腔清掃自立支援（習慣性・巧緻性の

獲得） 

○単なる日常的な口腔清掃（セルフケ

ア）の介助 

④摂食・嚥下機能等の向上訓練の 

指導・実施 

○咀嚼筋、口腔周囲筋、咽頭筋、摂食・

嚥下器官等の運動等の訓練・実施 

○日常的にできる口腔機能の向上のた

めの訓練（「健口体操」等）の指導・

実施 

⑤セルフケアプログラム、関連職種による

プログラムの策定 

○個々の特性を踏まえた日常的に行う

居宅や施設でのプログラムの策定 

○プログラムの本人や関連職種への指

導と管理 
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表 7 予防給付における口腔機能向上サービスのスケジュール（例） 

   基本的サービス 専門的サービス 

火 ＜従事者＞ 介護職員 歯科衛生士 第 1 週 

第 5 週 

第 9 週 

 

 

 ＜サービス内容＞ ①口腔清掃の実施 

日常的な口腔清掃（セルフケア）

の自立支援 

②「健口体操」 

①口腔機能の向上の教育 

気道感染予防、低栄養予防等に

ついて 

②口腔清掃の指導 

口腔、義歯清掃法の習得 

③摂食・嚥下機能等向上訓練の指

導 

「健口体操」法等の指導 

④セルフケアプログラムの指導 

  ＜評価＞  歯科衛生士による事前アセスメン

トを実施する。 

     

火 ＜従事者＞ 介護職員  第 2 週 

第 3 週 

第６週 

第７週 

第 10 週 

第 11 週 

 ＜サービス内容＞ ①口腔清掃の実施 

日常的な口腔清掃（セルフケア）

の自立支援 

②「健口体操」 

③介護職員によるセルフケアプロ

グラムの確認 

 

     

火 ＜従事者＞ 介護職員 看護職 第 4 週 

第 8 週 

第 12 週 

 

 ＜サービス内容＞ ①口腔清掃の実施 

日常的な口腔清掃（セルフケア）

の自立支援 

②「健口体操」 

③介護職員によるセルフケアプロ

グラムの確認 

①口腔機能の向上の教育 

摂食・嚥下機能の維持、増進の

重要性等について 

②口腔清掃・義歯清掃の確認 

義歯洗浄剤等の使用法について

③摂食・嚥下機能等向上訓練の指

導 

日常的にできる口腔機能の向上

訓練等の指導 

  ＜評価＞  看護職によるモニタリングを実施

する。 

     

第 13 週 火 ＜従事者＞ 介護職員 歯科衛生士 

  ＜サービス内容＞ ①口腔清掃の実施 

日常的な口腔清掃（セルフケア）

の自立支援 

②「健口体操」 

①口腔機能の向上の教育 

味覚障害、口腔乾燥の予防法等

について 

②口腔清掃の指導 

口腔粘膜清掃法の指導 

歯垢染色液、歯間ブラシ等の

使用法について 

③摂食・嚥下機能等向上訓練の指

導 

日常的にできる口腔機能の向上

のための訓練等の指導 

④セルフケアプログラムの評価 

  ＜評価＞  歯科衛生士による事後アセスメン

トを実施する。 



 

 

3.4． 介護給付（参考） 

 

3．4.1．目的 

介護給付における口腔機能向上サービスは、要介護１，２，３，４，５の者で口腔機能

が低下している者を対象に、要介護状態の重度化防止を目指して実施する。 

要介護者の口腔機能が低下している状態を幅広くかつ早期に発見して、多くの利用者が

口腔機能の向上や改善、経管栄養管理移行の予防等に資するサービスを通じて、自分らし

い生活の確立と自己実現を支援するものである。 

 

3．4.2．介護給付における口腔機能向上サービスの内容 

主旨は予防給付と同様である。 

ただし、対象者は口腔機能も、口腔清掃の自立もその低下が顕著に現れている者が多い。 

 

１）口腔機能向上の必要性についての教育 

２）口腔清掃の自立支援（摂食・嚥下機能を支えるための口腔清掃、食事環境の整備） 

３）摂食・嚥下機能等の向上支援 

（咀嚼機能、嚥下機能、構音・発声機能、呼吸機能、表出機能等） 

 

3．4.3．介護給付の口腔機能向上サービス利用の流れ（図 8） 

要介護が対象者となり、居宅介護支援事業者によるケアマネジメントになる点を除いて

は、サービス利用の流れは、基本的に予防給付と同様である。 

１）要介護認定と口腔機能向上サービスの対象者 

要介護認定の結果、要介護１，２，３，４，５と判定された者であり、下記の通り居宅

介護支援事業者によるケアマネジメントで「口腔機能の低下している又はそのおそれがあ

る」と課題分析（アセスメント）され、当該プログラム参加に同意が得られた者を対象者

とする。 

①口腔衛生上の問題を有する者 

②摂食・嚥下機能に問題を有する者 

③その他口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者 

２）対象者に対する口腔機能向上サービスとケアマネジメント 

（１）居宅介護支援事業所 

居宅介護支援事業所は、介護サービスを必要とする要介護者の課題分析（アセスメント）

を実施し、利用者本人の自己実現に向けた「ケアプラン」（居宅サービス計画）を作成、本

人・家族らの意志に基づいてプログラム参加を支援し、その実施状況を評価するという一

連のマネジメント業務を行う。 

 

＜参考＞ 

居宅介護支援事業所における口腔機能向上サービスのケアマネジメントの留意点 

主旨は「地域包括支援センターにおける口腔機能向上サービスの介護予防ケアマネジメ
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ントの留意点」と同様である。要介護認定調査票（口腔機能関連項目の嚥下、食事摂取、

口腔清潔が自立以外の者）を参考にすると効果的である。さらに口腔機能向上用の補助ア

セスメント票（図４「口腔機能のチェックシート（例）」）なども用いるとより一層効果的

である文献 8）9）。要介護者では口腔清掃の自立度も摂食嚥下機能も低下することから、口腔

機能低下が疑われる状況が現れやすく、要介護認定調査票や主治医意見書の関連項目にも

記載されている場合も増えるので注意する必要がある。また、計画書の名称はケアプラン

（居宅サービス計画）となる。 

 

（２）事業所 

（指定通所介護事業者、指定通所リハビリテーション事業者） 

居宅介護支援事業所が作成したケアプランに沿って、口腔機能向上加算の届出をした通

所系サービス（通所介護、通所リハビリテーション）事業所で、対象者が自らの意志に基

づいて利用する選択サービスとして口腔機能向上サービスが提供される。 

サービス提供の流れも、実施効果の報告先が居宅介護支援事業所である以外は、予防給

付と同じである。 

 

3．4.4．口腔機能向上サービス提供 

 予防給付に準じる。 

ただし、介護給付の対象者は、嚥下障害の著しい者又はそのおそれのある者も多いこと

から、以下のような場合にはとくに、嚥下内視鏡検査（VE）、嚥下造影（ＶＦ）等の嚥下機

能検査の実施を含め、適切な医療機関への受診勧奨に努める必要がある。 

 ①著しい誤嚥が現に生じている場合 

 ②誤嚥による発熱や肺炎が疑われる場合 

 ③痰が著しく、誤嚥の疑いが強い場合 

 

3.5． 予防給付・介護給付サービスにおける都道府県の役割等  

予防給付及び介護給付としての口腔機能向上サービスは、個別のケアプランをベースに

尊厳あるその人らしい生活を介護報酬面から支援する加算サービスに位置づけられている。

したがって、担当者は加算制度の趣旨を踏まえ、報酬基準等を満たす適切なサービス提供

を心がける必要がある。 

 

3．5.1．介護サービス事業者と都道府県・市町村 

事業者指定をする都道府県と保険者としての市町村は、介護保険制度の理念（ケアマネ

ジメント、自立支援、尊厳保持）に沿ってサービスの質が確保され、適正な運営や給付が

なされているかを確認する必要性から、サービス事業者の実地指導を実施しており（介護

保険法第 23 条･第 24 条）、後述する基準要件等を確認するため、関係書類の確認及びヒヤ

リングにより指導・助言を行っている。 

 

3．5.2．口腔機能向上加算の基準要件 
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前述の実地指導では、加算サービスがケアマネジメントのプロセスを適切に踏んで、介

護報酬の基準要件等を満たして提供されるよう必要な指導・助言が行なわれる。口腔機能

向上加算の基準要件に適合した口腔機能向上サービスを実施するのためには、以下の点に

留意する。 

・ 言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員（以下、専門職）の一名以上配置 

・ 専門職等による口腔機能向上改善指導計画の作成 

・ 医療における対応の必要性の判断 

・ 利用者等に対する計画の説明と同意の有無 

・ 計画に基づく専門職によるサービス提供とその定期的な記録の作成 

・ 利用者毎の進捗状況の定期的な評価（モニタリング）と地域包括支援センター又は介

護支援専門員等への情報提供 

・ 月の算定回数 等 

 

介護サービスの事務負担軽減通知により、平成 20 年 8 月 1 日から口腔機能向上サービ

スも書類が簡略化された。しかし、ケアマネジメントのプロセスを踏んで的確な記録をと

ることや、文書等を通じて利用者や家族との情報共有を図ることが、介護保険サービス提

供者として必須の作業であることには変わりはなく、引続き適切な対応が必要である。 

 

４.利用開始時・終了時における把握と様式例の記入方法と記入例（図９、図１０） 

様式例は特定高齢者、要支援者、要介護者に共通して利用することを想定している。対

象者・利用者の状況により質問項目・観察項目が実施できない場合は、特記事項等の欄に

理由を記入する。 

 

４.1.様式記載の手引き 

 

４.1.1. 事前・事後アセスメント、関連職種等によるモニタリング 

１）質問項目：介護職員等が、対象者に対し聞き取り調査を行う。対象者からの聞き取り調

査が困難な際は、家族など対象者の状況を把握した者からの聞き取り調査を行う。 

① 固いものは食べにくいですか 

  咀嚼機能に関する質問である。現在固いものが食べにくいと感じているか否かを問う。

口腔機能の中で咀嚼機能は早期に低下しやすい。咀嚼機能低下があっても食べるものを

無意識にやわらかいものに変えている場合も多く、機能低下を自覚していないことがし

ばしば見られる。 

② お茶や汁物でむせることがありますか 

嚥下機能の低下に関する質問である。とろみのない液体はむせを生じやすい。 

③ 口が渇きやすいですか 

 口腔乾燥に関する質問である。口腔内は唾液により潤いが保たれている状況が正常で

あり、乾燥により種々の不都合を生じる。 

④ 自分の歯または入れ歯で左右の奥歯をしっかりとかみしめられますか 
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奥歯、入れ歯、顎関節、咬筋等に問題がある場合はかみしめることが困難になる。かみ

しめることができないと、咀嚼筋の筋力は低下しやすくなる。 

⑤全体的にみて、過去 1 ヶ月間のあなたの健康状態はいかがですか 

 全身の主観的健康感である。口腔機能が向上するとよい方向に変化することが多い。 

⑥お口の健康状態はいかがですか 

 口腔の主観的健康感である。 

対象者本人の主観に基づき、5 段階の評価による回答を求める。お口の健康状態では単な

る疾患や症状の有無ではなく、対象者が歯や口の中に苦痛や不自由などを抱いているかどう

かの口腔の主観的な健康感を聞き取り該当する項目を選択する。 

1 よい   ：口や歯は調子が良い。口や歯のことで苦痛や不自由は感じていない。いつも

口がさわやかで気持ちが良い等。 
2 やや良い ：口や歯はどちらかといえば調子が良い。口や歯のことで苦痛や不自由はほと

んど感じていない等。 

3 ふつう   ：どちらともいえない。時折不自由を感じることがあるが、調子がよいことも

ある等。  

4 やや悪い ：口や歯は調子があまりよくない。口や歯のことでしばしば苦痛や不自由を感

じている等。口や歯のことでいつも弱い苦痛や不自由を感じている等。  

5 悪い   ：口や歯は調子がよくない。口や歯のことでいつも苦痛や不自由を感じている。

口や歯のことでひどい苦痛や不自由がある。いつも口の中に不快感がある等。  

・利用者の口腔状態の主観的な健康感（満足感）は、今回の機能向上の教育や動議づけを

実施する上での重要な情報である。 対象者の正確な状況を把握するために、聞き取り

調査を行う際は回答を誘導しない配慮が必要である。 

 

２）観察項目：介護職員等が、日頃より観察した対象者の状態を評価する。評価を行う際、

特定日での状況でなく、対象者の日常の状況を出来るだけ正確に反映させる必要がある。

対象者への直接評価が困難な際は、家族など対象者の状況を把握した者からの聞き取り調

査を行う。 

⑦口臭 

・対象者の“口臭”について、３段階の評価を行う。可能な場合は、聞き取り調査を行う

際に，普通に会話をおこなっている状態で（30～40cm ぐらいの距離）評価を行う。 

1 ない：口臭を全くまたはほとんど感じない。  

2 弱い：口臭はあるが、弱くがまんできる程度。会話に差し支えない程度の弱い口臭。  

3 強い：近づかなくても口臭を感じる。強い口臭があり、会話しにくい。 

・高齢者では、口腔清掃状態の悪化に伴い口臭が多く見られる。口臭の主な原因は、歯垢、

食物残渣、舌苔等の汚れである。咀嚼機能の低下、嚥下機能の低下、口腔乾燥によって

も口の中の汚れは増加し、口臭は悪化する。口臭は口腔機能低下のよい指標である。口

腔清掃の指導・助言を通し、改善が期待できる。  

・口臭の評価は，対象者に対してデリケートな面があるため、実地に当たって十分に配慮

をする。 

 

⑧自発的な口腔清掃習慣 
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対象者の“自発的な口腔清掃習慣”について、３段階の評価を行う。 

1 ある  ：毎日の自発的な口腔清掃行動が認められる場合 

2 多少ある：毎日ではないが週に数回の自発的な口腔清掃行動が認められる場合 

3 ない  ：ほとんど自発的な口腔清掃行動が認められない場合。声かけをしないとまっ

たく口腔清掃行動を行わない場合。声かけにも反応しない場合。 

 

⑨むせ 

対象者の“食事中や食後のむせ”について、３段階の評価を行う。  

１ ない    ：特に認めない  

２ 多少ある：時々むせが認められる  

３ ある    ：むせにより食事が中断してしまうことが多い 

・「むせ」は嚥下障害を推し量る最も重要な症状の 1 つである。日常食品のうち、お茶や味

噌汁など、さらさらした液体はもっとも嚥下しにくく、むせやすい食品である。これは、

液体を飲み込もうとした時に、咽頭内に流入してくる液体に対して嚥下運動が遅れるた

め、喉頭や気管に流入してしまうためである。さらに「むせ」の出現は、食環境（食形

態、食事姿勢など）の影響も受けやすく、口腔機能と食環境の整合性を総合的に評価で

きる。  

・むせが認められ、食事中に喘鳴（呼吸と伴にぜーぜーいう）が認められたり、呼吸に苦

しむ状態が認められたりした時などには、嚥下機能の著しい低下が疑われ、上気道感染

や窒息などの危険性があるために、医療との連携を考慮する。 

 

⑩食事中の食べこぼし 

対象者の“食事中の食べこぼし”について、３段階の評価を行う。  

１ない  ：食べこぼしがまったくない、ほとんどない。 

２多少ある：時々、食べこぼしが目立つ。ほとんど毎回少量の食べこぼしがある。 

３ある   ：ほとんど毎回食べこぼしが目立つ。 

・口唇閉鎖が十分でないと咀嚼中に食べこぼしがみられる。嚥下の際に口唇閉鎖ができな

いと口腔内圧が適性に保たれずに飲みこみづらくなる。また、自食の際には、口に食事

を運ぶ際の手と口の協調がうまくとれずに食べこぼすことがある。認知症などによって

一口量や、食ぺるペースのコントロールが調整な困難な場合などによっても起こる。  

・ “食べこぼし”の出現は口唇閉鎖機能の低下さらには嚥下時の口腔陽圧形成不全のスク

リーニングとして重要である。 

 

⑪表情の豊富さ 

対象者の“表情の豊富さ”について、５段階の評価を行う。  

1 豊富     ：表情がよく変化する。頬や口角が上がった、はっきりとした笑顔が多

い。 

2 やや豊富  ：表情の変化がやや多い。頬や口角がやや上がった、笑顔が多い。 

3 ふつう    ： 
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4 やや乏しい：表情の変化が少ない。頬や口角が上がらず、笑顔がわかりにくい。 

 5 乏しい:表情がほとんど変化しない。笑顔がほとんどない。 

4．1.2．専門職による課題把握のためのアセスメント、モニタリング  

専門職によるアセスメント、モニタリング 

｛観察・評価等｝ 

① 右側の咬筋の緊張の触診（咬合力） 

② 左側の咬筋の緊張の触診（咬合力） 

咬筋の緊張の触診（咬合力）の評価方法と判断基準について 

入れ歯を使用している場合は入れた状態で評価する。咬筋の筋力が低下しているか、低

下の恐れが大きいかを評価する。 

 

方法 

1)対象者にはこれから咬むための筋肉の強さを調べますと説明する。 

2)左右の耳の付け根の下（顎角部のやや内側）に人差し指、中指、薬指の先の腹の部分

で軽く触れ、痛くない範囲で、できるだけ強く奥歯で咬んで下さいと対象者に言う。 

3)指先で咬筋が緊張して太く、硬くなるのを指が押される感覚で評価する。 

4)咬筋が緊張して太く、硬くなるのを触診して評価する。 

5)触診が終了したら対象者に力を抜いて下さいと指示する。 

 

判断基準 

1 強い：指先が強く押される。咬筋が硬くなっているのが明確に触診できる。（強く咬

むと、咬筋が緊張して太く硬くなるので、指先が強く押される感触が生じる。） 

2 弱い：指先が弱く押される。咬筋が硬くなっているのがほとんど触診できない。 

3 無し：指先が押される感覚がない。咬筋が硬くなっているのが全く触診できない。 

  強く咬んだ場合、弱く咬んだ場合、上下の歯が触れているだけの場合を、自分の咬筋

を自分で触診することにより、指先が押される感覚や太く硬くなった咬筋を触診する感覚

がつかめる。脳血管疾患等による麻痺がある場合は特記事項欄に記入する。 

 

③ 歯や義歯のよごれ 

専門職が、口腔衛生状態について 3 段階の評価を行う。写真を基準に判定する。 

  1 ない  ：歯と歯の間、歯と歯肉の境目に汚れが見られない。 

 2 ある  ：歯と歯の間、歯と歯肉の境目に白色～クリーム色の汚れが見られる。 

 3  多い  ：歯と歯の間、歯と歯肉の境目以外にも汚れや食物残渣が見られる。 

 

 

 

 

 

    １ ない         ２ ある         ３ 多い 
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日常的な口腔清掃等の際における口腔内の観察等により、対象者の口腔内の清掃状態を

歯、入れ歯等を中心に評価する。 入れ歯がある場合は、可能であれば入れ歯をはずし、そ

の内面や入れ歯を維持するのばねの周囲に付着している汚れを評価する。 

・高齢者の場合には、ADL の低下や認知機能の低下に伴いセルフケアだけでは十分な口腔

清掃は難しくなっている。咀嚼機能の低下、唾液の減少、嚥下機能の低下といった口腔機

能の低下によっても口腔の汚れは増加する。口腔清掃状態の悪化に伴い、歯にこびりつい

た歯垢（デンタルプラーク）、清掃不良による義歯にこびりついたデンチャープラークは、

口臭、味覚機能の低下、義歯性口内炎等の歯科疾患の原因になる。また、全身の抵抗力が

低下している高齢者や要介護高齢者の場合には、誤嚥性肺炎をはじめとする呼吸器感染症

の原因となる。 義歯や歯の清掃の指導・助言を行うことで口臭を予防し、味覚の向上、呼

吸器感染症のリスクを低下させることができる。  

 

④舌のよごれ（写真を参考に判定する）  

1 ない  ：舌全体が一様な赤色～ピンク色をしている。 

2 ある  ：舌の一部（半分未満）が白色、黄色、褐色等の汚れに覆われている。 

3 多い  :舌の半分以上が白色、黄色、褐色等の汚れに覆われている。 

 

 

 

 

 

 

 

    １ ない         ２ ある         ３ 多い 

・専門職が、利用者の舌を観察し、“舌のよごれ”の量について 3 段階の評価を行う。  

高齢者では、口腔乾燥、唾液の分泌の低下、舌をはじめとする口腔機能の低下、口腔清

掃の不良等により舌によごれがみられる。舌のよごれは口臭の原因となり良好なコミュニ

ケーションを妨げる。また、味覚にも悪影響をもたらすことがあり、QOL の低下や低栄養

を生じる。誤嚥性肺炎をはじめとする呼吸器感染症の原因となることがある。舌の清掃の

指導・助言を行うことで、改善が期待できる。 

 

⑤反復唾液嚥下テストの積算時間 

（必要に応じて実施する項目である。） 

・歯科衛生士等が、反復唾液嚥下テストに基づき、1 回目、2 回目、3 回目の嚥下運動の惹

起時間を測定する。  

・ 対象者を椅子に座らせ、｢できるだけ何回も“ゴックン”とつばをのみ込むことを繰り

返してください｣と指示し、飲み込んだ際の時間を回数に応じて記録しておく。最大 1

分間観察して、１回目の飲み込みに要した時間、２回目に要した時間、３回目に要し

た時間を記録する。 
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・ 飲み込む際には喉頭（のどぼとけ）が約２横指分（横にそろえて２本分くらい：３か

ら４センチ）上に持ち上がる。この評価の際には、のどぼけの動きを確認しながら行

なう。評価者は指の腹を参加者ののどぼとけに軽く当てて、嚥下の際に十分に上方に

持ち上がることを確認しながら評価する。ぴくぴくとのどぼとけが動いている状態を

１回と評価してはいけない。 

・ 30 秒間に行える嚥下回数を指標とする反復唾液嚥下テストの値が、3 回/30 秒間未満の

場合、誤嚥をおこす可能性が高いといわれている。 

・積算時間の測定により、反復唾液嚥下テストでは捉えられない僅かな機能改善が捉える

ことができ、事前事後の評価では有効である。  

・最大努力下でのテストであることを利用者が理解しなければ、適切な評価は困難である。 

 

⑥オーラルディアドコキネシス 

（必要に応じて実施する項目である） 

きまった音を繰り返し、なるべく早く発音させ、その数やリズムの良さを評価する。１

０秒間測定して、１秒間に換算する。必ず、息継ぎをしても良いことを伝える必要がある。

発音された音を聞きながら、発音されるたびに評価者は紙にボールペンなどで点々を打っ

て記録しておき、後からその数を数える。唇の動きを評価するには“ぱ”を、舌の 前方の

動きを評価するには“た”を、舌の後方の動きを評価するには“か”を用いる。  

・本評価の目的は、舌、口唇、軟口蓋などの運動の速度や巧緻性の評価について発音を 

用いて評価しようとするものである。  

・最大努力下でのテストであることを利用者が理解しなければ、適切な評価は困難である。 

 

⑦ぶくぶくうがい（空（から）ぶくぶくで可） 

 むせがある場合は空（から）ぶくぶくを実施する。 

・指示が入らない場合は、日常の（施設などでの）口腔清掃後のうがいなどの状況を参考

に評価する。三段階で評価する 。 

判断基準 

1 できる  ：頬を何度も膨らまし、同時に舌も早く動かすことができる。 

2 不十分  ：頬の膨らましが小さい。舌の動きが遅い。1、2 回しか頬を膨らます 

ことができない。 

3 できない ：唇を閉じることができない。頬を膨らますことができない。舌を動かす 

ことができない。 

・うがいテスト、特にリンシング（ぶくぶくうがい）テスト方法として行われる。頬の膨

らましは、口唇を閉鎖し、舌の後方を持ち上げ、軟口蓋を下方に保ち（舌口蓋閉鎖）、

口腔を咽頭と遮断することで行われる。本評価は、これらの関連器官の運動が正常であ

ることのスクリーニングとなり、ぶくぶくうがいが不十分な場合は、口唇の閉鎖機能が

低下、軟口蓋や舌後方の動きの悪化が疑われる。 

 

⑧ 特記事項  
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脳血管疾患等による麻痺がある場合は記入する。 

⑨ 問題点 

該当する箇所をチェックする。 

 

４.1.3.総合評価 

①口腔機能向上の利用前後の比較であてはまるものをチェック 

口腔機能向上の利用前後の比較で変化が多く報告された事項である。当てはまるものを

チェックし、その結果を対象者・利用者、家族、介護職員、介護支援専門員等に説明や伝

達を行う。家庭で口腔機能向上の実施項目が継続され、口腔機能向上の効果が持続するた

めには重要なことである。 

②事業またはサービスの継続の必要性 

なし（終了）：口腔機能向上の効果が十分であり、自立した状態となった場合等。 

       6 ヶ月終了時にまったく改善が見られない場合。 

あり（継続）：継続することにより、口腔体操や口腔清掃の習慣化が強化され、口腔清

潔等の自立性が高まると期待できる場合。 

終了により口腔機能が急激に低下する恐れが強い場合等。 

③計画変更の必要性 

なし：計画を継続することにより、口腔機能の維持向上が期待できると考えられる場合。 

あり：事後アセスメントにより対処を強化すべき問題点や新たな目標が生じた場合。 

 

4.2．口腔機能の向上の指導管理計画・実施記録  

１． 口腔機能の向上指導管理計画※1 ※１：内容を通所介護計画、通所リハ計画、介護

予防通所介護計画、介護予防通所リハ計画に記載する場合は不要。 

２．  

「こうありたい」姿、「こうしたい」生活などの本人の意向を把握する。利用者の口腔

機能にかかわる別紙１の「問題点」の中から最も重要と思われ、利用者とも共有できる内

容を１、２点に絞り「問題点を解決して、「こうしたい」という、利用者本人になじむ言葉

でサービス計画上に明記し、利用者と家族の了解を得る。 

 

◎ 実施計画（実施する項目と必要に応じて「その他」にチェックし、記入する） 

別紙１の「問題点」を解決するため必要な実施項目をチェックする。 

 

口腔機能の向上実施記録 ※２：サービスの提供の記録において、口腔機能向上サービ

ス提供の経過を記録する場合は不要。 

 

①専門職の実施（実施項目をチェックし、必要に応じて記入する。） 

 

②関連職種の実施（実施項目をチェックし、必要に応じて記入する。） 
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図９ 様式例の記入例 別紙１ 
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図１０ 様式例の記入例 別紙２ 
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介護予防事業関連のＱ＆Ａについて 

※ 現在地域支援事業として行われている生活機能評価は、平成 19 年度までは老人保

健事業の基本健診の中で行われており、文言は当時のまま掲載している。 

 

○生活機能評価（基本チェックリスト）関係 

（問１）生活機能評価の項目を別の評価方法におきかえて基本健康診査の中で実施して特

定高齢者を決定し、介護予防特定高齢者施策を実施してもよいか。 

（答）地域支援事業における介護予防特定高齢者施策は、地域支援事業実施要綱において

示す方法により特定高齢者を決定し、実施していただきたい。 

 

（問 2）基本健康診査の通年の実施体制とは、どのような体制を指すのか。 

（答） 

 １．「特定高齢者の候補者」が把握された際には、速やかに基本健康診査等により特定高

齢者の判定を行い、特定高齢者と判定された場合には、早急に介護予防の支援を行

う必要がある。このため、何カ月も待つことなく基本健康診査を受診できるような

体制の整備が重要である。 

 ２．このような通年の実施体制の整備は、「特定高齢者の候補者」が把握された際の受診

機会の確保が目的であり、一般の高齢者に積極的に広報する必要もなく、少数の協

力的な医療機関と委託契約を結ぶ等により、月に最低１回の受診機会を確保できれ

ばよいと考えている。 

 

 

 

（答）反復唾液嚥下テストについては、基本的には診療の補助として保健師や看護師も実

施することは可能である。ただし、誤嚥の可能性がきわめて高いなど当該テストを受ける

高齢者の状態によっては、医師が直接実施することが適当と考えられる。 

 

○特定高齢者の把握・決定関係 

（問 1）要支援・要介護認定の有効期間が満了した者や更新認定により非該当と判定され

た者についても、基本健康診査から特定高齢者の決定までのプロセスを経ずに「特定高齢

者」と見なして事業を実施してよいか。 

（答）介護予防特定高齢者施策への参加の意向が確認された時点で、既に有効期間が満了

していた場合や、更新認定により非該当と判定されていた場合については、通常どおり、

特定高齢者把握事業の所定の手続きを経て、特定高齢者の決定を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

（問 3） 反復唾液嚥下テストを医師以外の者が実施してよいか。 

（問 2）要支援、要介護認定を受けている者が、自主的に認定の取り下げを行った

場合は基本健康診査から特定高齢者の決定までのプロセスを経ずに「特定高

齢者」と見なして事業を実施してよいか。 
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（答）特定高齢者把握事業における手続きを経ずに、特定高齢者と見なして差し支えない。

ただし、サービスの実施に当たっては、介護予防ケアマネジメントにおいて、生活機

能評価の結果等も踏まえて課題分析（アセスメント）を行い、プログラムの内容等を

決定していただきたい。 

 

（問 3）「特定高齢者の決定方法」で示した各介護予防プログラムの基準に該当しない

場合であっても、運動器の機能向上プログラム、栄養改善プログラム、口腔機能の

向上プログラム等の対象として良いか。 

（答） 

１．「特定高齢者の決定方法」で示した各介護予防プログラムの基準は、特定高齢者を

決定するための基準であり、特定高齢者の決定後に実施する介護予防ケアマネジメ

ントにおいては、当該基準に該当しない介護予防プログラムであっても、課題分析

（アセスメント）の結果に基づき、適宜、介護予防ケアプランに加えても差し支え

ない。 

２．なお、この場合であっても、課題分析（アセスメント）において支援の必要性が認

められることが条件であり、例えば、全く栄養状態に問題がない高齢者を、栄養改

善プログラムに参加させることは適当でない。 

 

 

 

 

 

（答）基本チェックリストの結果からは特定高齢者の条件を満たしているが、基本健康診

査（生活機能評価）の結果、「生活機能の著しい低下無」にチェックされている者について

は、健診医に確認を行うなど十分に連絡を取った上で、基本チェックリストの結果等から、

市町村が総合的に判断して差し支えない。 

 

 

○ 介護予防事業関係 

 

（問 1）通所型介護予防事業は対象者の通いを基本としているが、送迎も可能か。 

 

（答）送迎についても、通いの範疇に含まれると考えており、同事業の中で実施すること

は可能である。 

 

 

 

 

（答） 

（問 4）基本チェックリストの結果、特定高齢者の候補者の条件、特定高齢者の決

定方法のいずれの条件も満たしているが、基本健康診査（生活機能評価）

において、「生活機能の著しい低下無」にチェックされている場合、どう取

り扱えばよいか。 

（問 2）特定高齢者が少数なので、送迎車を用意するとコストがかかりすぎる。こ

のため、特定高齢者の送迎にタクシーを利用することは可能か。 
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 １．市町村が介護予防事業を介護予防事業者に委託する場合は、委託事業の範囲に送迎

が含まれるが、介護予防事業者とタクシー会社が事前に年間契約などを締結すること

を条件とする。この際、介護予防事業者は、事業の趣旨を契約相手方に十分理解して

もらうことに努めるものとする。 

 ２．また、市町村が介護予防事業を直接実施する場合も、事業の趣旨を契約相手方に十

分理解してもらうことに努めた上で、市町村がタクシー会社と事前に委託契約を行い、

年間契約を締結し実施することを条件とする。 

 

 

 

 

（答）両アセスメントが正確にできない場合は、発話時の発音の明瞭さ、流暢性、食事の

際のむせの有無等を参考に口腔機能評価とされたい。 

 

 

 

 

１．特定高齢者に対する口腔機能の向上プログラムは、対象者に対して集団的に実施する

ことを想定しているが、実施に当たっては、市町村（特別区含む。）の状況に合わせた

効率的な事業の実施を図ることが重要である。 

２．なお、対象となる特定高齢者がごく少人数であり歯科医療機関を利用して口腔機能の

向上プログラムを実施する場合には、提供されるサービスの内容、人員、会場、時間等

について当該歯科医療機関で実施される歯科診療等の業務と明確に区分された状態で

実施すること。 

 

（問 5）市町村において地域保健活動として行っている精神保健福祉活動で訪問している

事業については、訪問型介護予防事業として考えてよいか。 

（答） 

 １．介護予防事業は、介護予防の観点から実施するものであり、精神保健福祉活動とは

事業の趣旨・目的が異なることから、訪問型介護予防事業には当てはまらない。 

 ２．しかしながら、事業の効果を上げる観点から、介護予防事業の実施に当たっては、

関係部局、関係機関が、連携して様々な事業等を総合的に活用できるよう実施して

いただくことが望ましいと考えている。 

 

（問 6）訪問型介護予防事業において、訪問する担当者は、ホームヘルパー等でもよいの

か。 

（答）訪問型介護予防事業の担当者については、保健師、看護職員、理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士、管理栄養士、歯科衛生士等であり、ホームヘルパー等は想定していな

い。 

（問 4）特定高齢者施策の口腔機能の向上プログラムについて、歯科医療機関にお

いて実施する形態は可能か。 

（問 3）アセスメントの際に、指示が入りにくく RSST やオーラルディアドコキネシ

スが実施できないときはどのようにしたらいいですか。 
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（問 7）通所型介護予防事業の参加者について、訪問型介護予防事業として居宅を訪問す

ることは差し支えないか。 

（答） 

 １．訪問型介護予防事業は、通所が困難な者を対象とすることとなっていることから、

通所型介護予防事業の参加者に対して、同時期に訪問型介護予防事業が実施される

ことは想定していない。 

 ２．なお、通所型介護予防事業の効果的な実施を図る観点から、当該参加者の居宅にお

ける生活状態等を把握するために居宅を訪問させることが考えられるが、この場合

においては、通所型介護予防事業を担当するスタッフにより対応されたい。 

 

（問 8）介護予防特定高齢者施策に一定期間参加したことにより状態が改善したとしても、

その後の継続がなければ改善の維持は困難と考えられるが、介護予防事業において

はどう対応すればよいか。 

（答） 

 １．介護予防特定高齢者施策を実施した結果、改善の効果が認められ特定高齢者に該当

しなくなった場合には、その心身の状態を再び悪化させないよう、介護予防一般高

齢者施策への参加、家庭や地域における自主的な取組等を継続することが重要であ

る。 

 ２．その受け皿づくりのためにも、介護予防一般高齢者施策の地域介護予防活動支援事

業により、地域活動組織やボランティア等の育成・支援に積極的に取り組むことが

必要である。 

 ３．なお、特定高齢者に該当する者は、地域包括支援センターにおける介護予防ケアマ

ネジメントで必要と判断されれば、くり返し、介護予防特定高齢者施策に参加する

ことが可能である。 

 

（問 9）サービスを実施する際に、本マニュアルに示されている様式例をそのままの形で

利用しなければならないのでしょうか。 

（答）必ずしもその必要はありません。各サービス事業所、実施主体が口腔機能の向上プ

ログラムの効果をより高めるために、独自の様式を利用しているのであれば、実施

可能です。ただし、口腔清掃の自立支援や摂食・嚥下機能等の向上支援の目的をよ

く理解した記録が求められます。 
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